
20112011年度年度 春学期春学期

経済政策経済政策 AA

• 副題： 経済政策原理
• 経済安定化、経済成長、および

• 公共財と規制の問題を中心にして



• 講義の目的：

• 経済学部のカリキュラムには経済政策にかかわる多くの
科目が含まれている。その上になぜ「経済政策」という科
目が置かれているのか。

• 個別の領域における政策論とは別に、経済政策の全般に
かかわる原理的あるいは基本的問題として考えてみる必
要のある事柄が存在するからである。

• これを経済政策原理という。この講義は、われわれが現実
の経済政策にかんして判断をするときに考慮に入れておく
べき基本的問題について理解を深めることを目的にして
いる。

• ただし、授業内容は、できるだけ具体的問題を材料にして
構成するようにつとめる。



• 授業方法：

• 講義形式の授業になるが、授業中のミニ・テストとか課題
レポートを題材にして受講者と双方向で議論する形式も随
時に取り入れたいと考えている。

• 授業資料はプリントにして教室で配布する。また、講義の
要点は学内LANで学部の共用ディスクからダウンロードで
きるようにする。

• アクセス方法は： yドライブ⇒Teachers ⇒西田稔⇒経済
政策A

• 成績評価方法・基準：

• 期末の定期試験を主とし、平常の授業での積極的参加度
を考慮に加える。



• 準備学習等：

• 指定の教科書や参考書に事前に読んでおくことはもちろ
ん、取り扱われるテーマに関係の深い新聞記事や雑誌記
事をつうじて、実際の経済政策について情報を得ておくこ
とが望ましい。

• 教科書：

• 西田 稔『イノベーションと経済政策』 名古屋大学出版会、

• ２０００年、 主として第４章、５章、および８章。

• 参考書：

• 岩田規久男・飯田泰之『ゼミナール経済政策入門』

• 日本経済新聞社、２００６年。

• その他の参考文献については、授業中に適時指示する。



授業の構成

• はじめに：鏡に映る日本経済

• 第1章 経済政策とは何か

• 第２章 経済政策の存在理由

• 第３章 経済政策論の基本問題

• 第４章 景気変動の制御と経済成長：

• 経済政策の目的と手段の選択について

• 第５章 経済秩序、経済基盤、および経済法制について

• 第６章 規制、および公共財の問題：

• 経済政策の主体と政策プロセスについて



今週のニュース
＆トッピクス



東北太平洋岸大震災とデフレの行方

• 日本経済は１９９０年代からデフレ状態が長く続いている。
今回の大震災は、この傾向にどのような影響を与えるであ
ろうか。

• 震災後の３月１７日早朝（日本時間）にはニューヨーク市場
で円の対ドル為替レートが７６円２５銭という最高値を記録
した。日本経済の危機の時にもかかわらず、円高が続い
ている。デフレからの脱却はますます遠のき、不景気がこ
の先も続くのだろうか。

• しかし、震災復興のために財政赤字が拡大し、それを危
惧する海外資金が日本から逃避し、円安に転じるのだろう
か。これらは、日本経済がインフレに進む要因となる。

• それとも、最悪のスタグフレーションに陥るのだろうか。



大震災とデフレの行方

• ２００６年頃から石油、石炭、鉄鉱石、穀物などの１次産品
の価格が世界市場で大幅な値上がりを続けている。この
影響で発展途上国にはインフレの危機が迫っている。

• 大震災後の日本でも、輸入資源価格の値上がりがさらに
続けば、貿易黒字が縮小し、為替レートを円安に転じさせ
るかもしれない。大震災による被害と資源価格の上昇、円
安という３つの要因が重なれば、物価上昇をともなう不景
気という最悪の状況になることが考えられる。これはスタ
グフレーションとよばれる。

• デフレ、インフレ、スタグフレーションについては、この講義
の第４章において詳しく取り扱う。ジャーナリズムと違って
講義は順序立てて進めなければならないので、後回しに
なるのも仕方がない。



大震災後の支援と復興計画

• 日本経済の安定と発展のためには、被災者支援と復興計
画を切り離して考えなければならない。

• 被災者支援は、仮設住宅の供給、食と衣料、医療サービ
ス、教育という生活の基本に対する支援であり、最大限の
速度と温かい心遣いをもって、費用のことは後回しにして
もただちに実施しなければならない。

• しかし、その後の被災地復興計画という段階になれば、長
期的視野において、合理的・効率的な計画を周到に立て
ておこなわなければならない。そのときには、日本の社会
全体としての長期的な発展（便益）と長期的費用との関係
を冷静に分析してデザインを作成し、実行することが大切
である。 そのためには、政治、経済、官僚、学界から適
切な人材を集めた効果的な組織をつくる必要がある。



はじめにはじめに

中国経済の高度成長中国経済の高度成長
鏡に映る日本経済鏡に映る日本経済



なぜ中国経済なのか

• 日本経済の高度成長とそこからの転換は４０年近く
も前の歴史であるが、中国経済はいまわれわれの
眼前で高度成長の真最中である。

• 日本の高度経済とその終わりについて知るために
は、中国の今を参照し、それと比較しながら考える
ことが役にたつ。

• 中国経済は１９９０年代の末頃から高い成長率を続
けている。 しかし、いまや転換期にさしかかってい
る。



• 中国経済の統計データ （日本貿易振興機構ＪＥＴＲＯ）

• ２００７年 ２００８年 ２００９年

• 実質ＧＤＰ成長率 １４．２％ ９．６％ ８．７％

• 名目ＧＤＰ総額 ３兆４，９４０ ４兆５，１９５ ４兆９，０９０

• （ドル表示） 億ドル

• 一人当り名目 ２，５６０ドル ３，４０４ドル ３，６７８ドル

• ＧＤＰ



• 中国の実質ＧＤＰ成長率の推移（ＪＥＴＲＯ）

• ２０００年～２００９年

• ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年

• ８．４％ ８．３％ ９．１％ １０．０％ １０．１％

• ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年

• １１．３％ １２．７％ １４．２％ ９．６％ ８．７％

• ２０１０年上半期

• １１．１％

• （注）２０１０年上半期の数値は中国国家統計局発表による



日・中のＧＤＰ逆転 ２０１０年



日・中ＧＤＰ比較 ２００９年

• 日本 中国

• 名目ＧＤＰ総額 ５兆６８１億ドル ４兆９，０９０億ドル

• （為替レート換算）

•

• 一人当たり ３万９，７３１ ３，６７８

名目ＧＤＰ ドル ドル



中国経済の発展段階：日・中比較







購買力平価とは

• 実際の為替レート：

• 国際的資金市場において日々に形成されている世界の
国々の通貨の交換比率である。

• 購買力平価：

• ＧＤＰ（国内総生産）を構成する主要な品目を１つのバス
ケットに入れたと仮定して、それをＡ国とＢ国の通貨で購入
するにはそれぞれいくら必要かを計算する。その必要額
の比率を購買力平価とよぶ。これは両国の通貨が等しい
価値をもつような交換比率を表している。

• マック平価 バーガー１個 １ドル ９０円





日本の名目ＧＤＰ



日本の名目ＧＤＰ

単位：兆円

年度 1980        1985       1990       1995         2000
240.2      322.5      438.7       495.2       503.0

年度 2001        2002        2003       2004         2005
497.7       491.3      490.3       498.3       501.7

年度 2006        2007        2008       2009         2010
507.4        515.5       505.1      474.2      (475.2)    



日本の実質ＧＤＰ



日本のＧＤＰ成長率（実質）の推移





今週のニュース
＆トピックス

• 米・中が自動車でG2を形成
• 政治的影響は生じるか？



米・中が自動車でG2を形成 ⇒政治的影響はあるか？

• アメリカの自動車メーカーGMのアカーソン最高経営責任
者（CEO)は、2月15日に北京で記者会見し、「中国はGM
全体の中で宝石であり、これからの30年間、最も成長率

が高い市場であり続ける。中国での事業を一層強化する
とともに、最新技術を中国に導入していく」と述べた（日経
産業新聞、2011年2月16日号）。

• 2010年、GMの中国での新社販売台数は235万台で、米
国内での販売台数222万台を超え、最大の市場となった。

• GMは中国に１１の完成車工場と４つのエンジン工場をも
ち、年産能力は280万台である。

• GMは経営破綻した2009年に、上海汽車との合弁会社・
上海GMの経営主導権を中国側に譲渡した（GMの株式持

分５１％⇒４９％）。



今週のトピックス

• 最新資料：
• 「米ゼネラル・モーターズ 中国からの再出発」
• 日経ビジネス、２０１１年３月１４日号。

• GMにとって中国が最大の市場となったことは、米国の政
治・外交にとってどのような影響をもつであろうか。かつて
GMの最高経営者たちは、「GM にとって良いことは米国
にとって良いことだ」と豪語していた時代があった。いまや
米国においてGMはそれほどの存在感はない。しかし、自
動車は今でもアメリカにとって重要な産業であることは間
違いない。

• GMと中国の関係が直ちに日本と米国、中国の政治・外交
関係に影響するわけではないとしても、われわれは注意を
怠るべきではないだろう。

• <トピックス おわり>



中国の高度経済成長の秘密

• そこには秘密も不思議もない。イギリス産業革命以来の
世界の歴史をみれば、工業化（industrialization）の波
が次々に世界へ波及していったことがわかる。

• イギリス ⇒ フランス、ドイツ、アメリカ ⇒ イタリア、ロ
シア、日本 ⇒ 韓国、台湾、香港、シンガポール ⇒ ア
セアン諸国（タイ、マレイシアなど）、メキシコなど

•
• 中国は本来ならば日本とともに工業化の第３波に加わっ
て発展するはずであったが、欧州列強諸国による植民地
化、相次ぐ内戦と日中戦争、そして戦後の共産主義化に
よって、工業化の波から外れた道をたどった。

• しかし、１９８０年代には経済発展を開始した。



経済発展の追いつきモデル

• １９世紀から２０世紀の２００年間、そして２１世紀の１０年
をとおして産業化、工業化の波が世界に拡がっていった。
これは見る角度を変えると、産業化に遅れていた国々が
産業先進国に追いついてくるプロセスであった。

• このプロセスを説明するのに、２つの有名な理論がある。
一橋大学の赤松要教授が１９４０年代に発表した「雁行発
展形態論」およびアメリカのレイモンド・ヴァーノン教授が１
９６０年代に発表した「プロダクト・サイクル仮説」である。

• 赤松教授は明治から昭和の時代にかけて、欧米から日本
へ移植された近代産業で、初めは輸入からスタートして、
それを国内で生産するようになり（国産化）、やがて外国に
輸出するまでに発展する姿をいくつかの代表的産業につ
いてモデルとして示した。



雁行発展形態論 赤松 要



プロダクト・サイクル論
レイモンド・ヴァーノン



• レイモンド・ヴァーノンは、もっとも経済発展が進み、所得
水準の高い国において画期的な新製品が開発され、それ
がやがて外国に移植されるプロセスを考えた。

• 画期的な新製品の技術は初めの間は未成熟で流動的な
ので、その製品は開発国においてしか製造できない。それ
で国内消費して余分が生産できれば外国に輸出される。

• ところが、何年かたって技術が安定してくると２番手の先
進工業国で生産することができるようになり、そこで生産
が始まり、やがて２番手国から最初の開発国に輸出する
ようになる。

• さらに製品が標準化されてコモデティ化（ありふれた普通
の商品）になり、製造技術も標準化されてくると、低価格競
争になる。そうすると、低賃金のため安いコストで生産でき
る発展途上国へ生産の中心が移ってゆく。







改革・開放と発展戦略

• 毛沢東による「文化大革命」を終了させた鄧小平
の指令にもとづき１９７９年から「改革・開放」政策
が開始され、広州をはじめとして沿海地域に、市
場経済と外国資本の進出が奨励される「経済特
区」がつくられた。

• また、それ以外の地域でも自由な企業活動が認
められるようになり「郷鎮企業」とよばれる小規模
な地域企業が無数に生まれてきた。

• こうして１９８０年代が進むにつれて経済発展がは
じまり、９０年代には経済成長が加速される。



１９９０年代グローバル化の進展と
中国の経済発展

• ソビエト連邦の崩壊と東西冷戦の終結にともない自由市
場経済のグローバル化が始まった。グローバル化の波
は中国にも押し寄せ、２０００年代にはいると新しい経済
成長諸国のグループがＢＲＩＣｓ（ブラジル、ロシア、インド、
チャイナ）とよばれるようになる。

• 高度経済成長の要因：

• １ 共産党独裁のもとでの自由市場の活用

• ２ 安価で無限に豊富な若い労働力

• ３ 外資導入、外国技術の導入と吸収

• ４ 割安な外国為替レートの固定および操作



• 共産主義と自由市場経済は、本来なら対立するものであ
るが、１９８０年代以降の中国では政治的に共産党独裁を
堅持しつつ、経済面では企業活動と市場の自由化によっ
て経済を活性化する、巧妙な政策が成功をおさめた。

• また、人民元の為替レートを割安に固定することで中国製
品の輸出競争力を強化した。

• 戦後の日本でも、１９４９年に１ドル＝３６０円という固定為
替レートを採用して成功した。当初はこのレートが日本の
産業の実力に比べて高すぎると見られたが、厳しい産業
合理化の推進によって壁をこえたら、次第に輸出競争力
がついてきた。１９６０年代には、合理化と技術導入にもと
づくイノベーション（技術革新）によって生産性が飛躍的に
向上し、高度経済成長を実現していった。



人口ボーナスとルイスの転換点

• 中国政府の「改革・開放」政策が進むにつれて、欧米諸国、
日本、台湾、韓国などから多くの企業が進出し、中国に産
業資金と新しい技術をもたらした。１９８０年代から９０年代
にかけて外国企業が中国に進出した主要な理由は、中国
存在した安価で無限の若い労働力を利用して低コストで
生産し、輸出することであった。また、中国政府は土地の
利用や税制における優遇策よってこれを促進しようとした。

• 人口ボーナス

• 豊富で安価な若い労働力を活用して成長したのは、経済
特区に進出した外国企業だけではない。中国自身の企業
も同じことであった。中国には都市の労働者だけでなく、



• 農村部にはきわめて貧しい生活に耐えてきた大量の農民
家族が存在し、沿海地域の都市で経済発展が始まると、
かれらは農村を捨てて続々と都市へ出稼ぎのために流入
してきた。

• このような経済においては、労働人口の大きな部分が若
年労働力によって占められるが、彼らは低い賃金で喜ん
で働くだけでなく、新しい仕事に柔軟に適応することができ、
生産性の伸びが大きい。そのうえに、医療費や老齢年金
その他の社会保障コストも非常に少なくてすむので、この
社会は貯蓄の大部分を新しい資本投資に回すことができ、
急速な経済成長をとげることができる。

• 労働人口（生産年齢人口）にたいする従属人口（子供と高
齢者）の比率、その中でもとくに高齢者の比率が低い状態
にある経済は、その反対の状況にある経済にくらべて有
利であることから、これを「人口ボーナス」という。



• 日本は１９５０年代から６０年代の高度成長期においてま
さに「人口ボーナス」を享受することができた。その時代、
日本の農山魚村から中学校を卒業したばかりの少年たち
が「集団就職列車」に乗って大都市の工場にやってきた。

• しかし、やがてそういう時代は終わり、１９８０年代からは
日本の人口構造は次第に高齢化が進んでゆく。いまでは
年金や生活保護に依存する高齢者人口の社会的負担が
大きくなる「人口オーナス（onus)」の段階になっている

オーナスとは負担とか重荷という意味である。

• ルイスの転換点

• これはルイスおよびフェイ＆ラニスが二重経済構造にもと
づく経済発展のモデルにおいて提唱した概念である。

• 近代経済発展の初期においては、伝統的農業を中心と



• 農村部には大きな過剰労働人口が堆積していて、農業部
門の限界労働生産性がきわめて低く、ゼロに近い場合す
らある。そのため、工業や流通・サービスなどの産業部門
を中心とする大都市では、企業が農村部から流入してくる
労働者をきわめて低い賃金で必要なだけ雇いいれて、大
きな利潤をあげることができる。この利益が事業の拡大に
再投資されて、都市の産業が急速な成長をとげてゆく。

• 都市の産業は当初のうちプラスチック雑貨や繊維加工な
ど技術水準の低い製造業であるが、資本の蓄積が進むに
つれて、しだいに電気部品や機械部品の製造などへ高度
化してゆく。

• こうして都市の製造業が急速に成長し、雇用機会が拡大
し、農村から都市への労働移動がいっそう加速される。



• しかし、農村の余剰労働人口も実際には無限であるわ
けではないから、都市での労働需要の急速な拡大が続く
と、やがて都市における労働の需給関係が引き締まってく
ることになる。また、都市への出稼ぎ労働の収入によって
農村部の生活水準が上昇するにつれて、賃金引上げの
圧力が生じるようになる。

• このようにして、農村過剰人口を最低生存賃金で利用す
ることによる都市工業の急速な成長と経済発展は転機を
迎えることになる。二重経済構造が解消にむけて動きはじ
めるわけである。これとは別の次元のことではあるが、所
得水準の上昇と生活意識の変化を反映して少子化と高齢
人口化が進み、人口ボーナスも次第に小さくなってゆく。

• こうした段階にはいると、新たな推進力を獲得しなけれ
ば高度経済成長を続けることが難しくなってくる。











経済大国への道：１９７０年代以降の日本

• ルイスの転換点を過ぎたら高度経済成長が終わるのかと
いえば、そうではない。本当の経済発展はむしろそこから
始まる。１９７０年代から８０年代の日本はまさにそこから
経済大国への道を切り開いていった。

• １９７３年末から７４年にかけての第１次石油危機に際して、
ＯＡＰＥＣ（アラブ石油輸出機構）の石油供給価格は１バレ
ル当り２ドルから１０ドルへ５倍にも引き上げられた。石油
の９８％以上を輸入に依存する日本経済は大混乱に陥り、
年率３０％にもおよぶインフレーションとＧＤＰの縮小にみ
まわれる。１９７８年にも第２次石油危機では石油価格が
さらに３０ドルにも値上がりした。

• しかし、日本経済は産業合理化と技術革新をつうじて



• コストの引き下げ、品質の向上、画期的新製品の開発に
成功し、国際競争力をいっそう引き上げて経済成長を続け、
世界の最先端を歩む経済大国の地位を獲得するにいたっ
た。１９８０年代にはアメリカの社会経済学者エズラ・ボー
ゲルによって『ジャパン・アズ・ナンバーワン』とさえ宣伝さ
れるようになったのである。

• 国の余剰労働力が解消されたときこそ、労働力や資源を
いっそう有効に利用し、生産性を高めて、国民一人当たり
の所得水準を引き上げてゆく好機がやってきたというべき
なのである。

• そのためには、国際的に開放された自由競争に対応でき
るように、従来の経済制度の欠点を改革し、新たな企業活
動を妨げる不要な政府規制を取り除き、市場競争を活発
にさせるような幅広い社会・経済改革、行政改革、政治改
革が必要とされるのである。



中国には自由と公正が求められる中国には自由と公正が求められる

中国は確かにこの２０年の間に急速な経済成長を実現し中国は確かにこの２０年の間に急速な経済成長を実現し
てきた。てきた。

しかし、人々の間で極端な貧富の格差を発生させ、権力をしかし、人々の間で極端な貧富の格差を発生させ、権力を
もつ共産党幹部や政府官吏などの特権乱用、腐敗、汚職もつ共産党幹部や政府官吏などの特権乱用、腐敗、汚職
がかぎりなく広がっている。公正、公平の倫理観が社会にがかぎりなく広がっている。公正、公平の倫理観が社会に
行き渡ることが望まれている。行き渡ることが望まれている。

そのためには政治的自由、基本的人権の尊重を認めるこそのためには政治的自由、基本的人権の尊重を認めるこ
とができる政治体制が必要である。とができる政治体制が必要である。



中国の人口予測と経済成長



• 中国は２０１５年頃に人口構造の大きな転機を迎える。こ
のときを境に「人口ボーナス」を享受する社会から「人口
オーナス」（人口の重荷）を抱える社会に変わってゆく。

• 藻谷浩介によれば、２０００年前後からの日本の経済停滞
は、その主たる原因を「生産年齢人口」の減少に帰するこ
とができるという。

• 文献：『デフレの正体』角川書店、２０１０年６月

• ただし、中国の場合、内陸部にまだ大きな発展の余地が
あり、政府の政策もそこに重点を移してゆくので、なおしば
らく高度成長が続くと予想される。しかし、その成長率は低
下してゆく。
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